
�愛媛県告示第２７４号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９条の５第１項の規定によ

り、上島町長から公有水面の埋立てにより新たに生じた次の土地は

上島町の地域であることを確認した旨の届出があった。

平成１９年２月２３日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�������
�愛媛県告示第２７５号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２６０条第１項の規定により、

上島町長から次のとおり字の区域を変更する旨の届出があった。

平成１９年２月２３日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第２７６号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２８６条第１項本文の規定に

より、次のとおり中予広域水道企業団の規約の変更を許可した。

平成１９年２月２３日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 変更事項

地方自治法の一部を改正する法律（平成１８年法律第５３号）が平

成１８年６月７日に公布され、一部の規定を除き平成１９年４月１日

から施行されることに伴い、所要の変更を行う。

２ 規約変更年月日

平成１９年４月１日

３ 規約変更許可年月日

平成１９年２月１５日

�������
�愛媛県告示第２７７号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２８６条第１項本文の規定に

より、次のとおり伊予地区ごみ処理施設管理組合の規約の変更を許

可した。

平成１９年２月２３日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 変更事項

地方自治法の一部を改正する法律（平成１８年法律第５３号）が平

成１８年６月７日に公布され、一部の規定を除き平成１９年４月１日

から施行されることに伴い、所要の変更を行う。

２ 規約変更年月日

平成１９年４月１日

３ 規約変更許可年月日

平成１９年２月１５日

�������
�愛媛県告示第２７８号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２８６条第１項本文の規定に

より、次のとおり伊予市松前町共立衛生組合の規約の変更を許可し

た。

平成１９年２月２３日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 変更事項

地方自治法の一部を改正する法律（平成１８年法律第５３号）が平

成１８年６月７日に公布され、一部の規定を除き平成１９年４月１日

から施行されることに伴い、所要の変更を行う。

２ 規約変更年月日

平成１９年４月１日

３ 規約変更許可年月日

平成１９年２月１３日
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新たに 生 じ た 土 地 の 所 在 面 積
（平方メートル）

上島町岩城５８６６から５８７０まで、６０１６及び６０１７の地先 ９，２２９．５７

字の名称
左記の区域に編入する新たに生じた土地

区 域 面 積
（平方メートル）

岩城 上島町岩城５８６６から５８７０まで、６０１６及び６０１７
の地先公有水面埋立地

９，２２９．５７
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�愛媛県告示第２８０号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１８条第１６項の規定により、

西条市楠河土地改良区から次のとおり役員が退任した旨の届出があ

った。

平成１９年２月２３日

愛媛県知事 加 戸 守 行

退 任

�������
�愛媛県告示第２８１号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１８条第１６項の規定により、

道後平野土地改良区から次のとおり役員が退任した旨の届出があっ

た。

平成１９年２月２３日

愛媛県知事 加 戸 守 行

退 任

�愛媛県告示第２７９号
愛媛県農業近代化資金利子補給金交付規程（昭和３６年１２月愛媛県告示第１０５１号）の一部を次のように改正し、告示の日から施行する。

改正後の愛媛県農業近代化資金利子補給金交付規程の規定は、平成１９年１月２５日以降利子補給承認される農業近代化資金について適用し、

同日前に利子補給承認された農業近代化資金については、なお従前の例による。

平成１９年２月２３日

愛媛県知事 加 戸 守 行

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（利子補給の対象となる農業近代化資金の種類及び利子補給率）

第２条 前条の利子補給の対象となる農業近代化資金の種類及び利

子補給率は、次のとおりとする。

（利子補給の対象となる農業近代化資金の種類及び利子補給率）

第２条 前条の利子補給の対象となる農業近代化資金の種類及び利

子補給率は、次のとおりとする。

農業近代化資金

の種類

利子補給率 農業近代化資金

の種類

利子補給率

法第２条第２

項第１号、第

２号及び第４

号に掲げる融

資機関が同条

第１項第１号

に掲げる者に

貸し付ける場

合

法第２条第２

項第１号に掲

げる融資機関

が同条第１項

第２号から第

４号までに掲

げる者に貸し

付ける場合

法第２条第２

項第２号から

第４号までに

掲げる融資機

関が同条第１

項第２号から

第４号までに

掲げる者に貸

し付ける場合

法第２条第２

項第１号、第

２号及び第４

号に掲げる融

資機関が同条

第１項第１号

に掲げる者に

貸し付ける場

合

法第２条第２

項第１号に掲

げる融資機関

が同条第１項

第２号から第

４号までに掲

げる者に貸し

付ける場合

法第２条第２

項第２号から

第４号までに

掲げる融資機

関が同条第１

項第２号から

第４号までに

掲げる者に貸

し付ける場合

１ 畜舎、果樹

棚、農機具そ

の他の農作物

の生産、流通

又は加工に必

要な施設の改

良、造成、復

旧又は取得に

要 す る 資 金

（農地又は牧

野の改良、造

成、復旧又は

取得に要する

ものを除く。）

年１分２厘５

毛

年１分２厘５

毛

年５厘 １ 畜舎、果樹

棚、農機具そ

の他の農作物

の生産、流通

又は加工に必

要な施設の改

良、造成、復

旧又は取得に

要 す る 資 金

（農地又は牧

野の改良、造

成、復旧又は

取得に要する

ものを除く。）

年１分２厘５

毛

年１分２厘５

毛

年５厘５毛

２～７ 省略 ２～７ 省略

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 渡 辺 時 尾 西条市河原津甲２８０番地１

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 松 田 正 義 伊予郡松前町大字昌農内２６４番地

愛 媛 県 報平成１９年２月２３日 第１８３８号
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�愛媛県告示第２８２号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第８４条において準用する同

法第１８条第１６項の規定により、道前道後土地改良区連合から次のと

おり役員が退任した旨の届出があった。

平成１９年２月２３日

愛媛県知事 加 戸 守 行

退 任

�������
�愛媛県告示第２８３号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１８条第１６項の規定により、

西条市飯岡土地改良区から次のとおり役員が就任し、及び退任した

旨の届出があった。

平成１９年２月２３日

愛媛県知事 加 戸 守 行

就 任

退 任

�������
�愛媛県告示第２８４号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第３０条第２項の規定により、

松山市垣生土地改良区の定款の変更を認可した。

平成１９年２月２３日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第２８５号
愛媛県漁業近代化資金利子補給規程（昭和４４年１０月愛媛県告示第８８１号）の一部を次のように改正し、告示の日から施行する。

改正後の愛媛県漁業近代化資金利子補給規程の規定は、平成１９年１月２５日以降に利子補給承認される漁業近代化資金について適用し、同

日前に利子補給承認された漁業近代化資金については、なお従前の例による。

平成１９年２月２３日

愛媛県知事 加 戸 守 行

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（利子補給の対象となる漁業近代化資金の種類及び補給率）

第２条 利子補給の対象となる漁業近代化資金の種類及び利子補給

率は、次のとおりとする。

（利子補給の対象となる漁業近代化資金の種類及び補給率）

第２条 利子補給の対象となる漁業近代化資金の種類及び利子補給

率は、次のとおりとする。

漁業近代化資金の種類 利子補給率 漁業近代化資金の種類 利子補給率

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 松 田 正 義 伊予郡松前町大字昌農内２６４番地

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 高 橋 悟 西条市飯岡２０番地

〃 秦 保 志 西条市飯岡１１０２番地

〃 秦 孝 敏 西条市飯岡１３５５番地

〃 越 智 祐二郎 西条市飯岡８２４番地

〃 武 田 敦 郎 西条市飯岡６６２番地の１

〃 越 野 毅 西条市早川２２９７番地の１

〃 一 色 和 夫 西条市飯岡２３０３番地

〃 越 智 克 己 西条市飯岡２２４１番地

〃 越 智 文 雄 西条市飯岡１８４９番地の１

〃 国 田 定 義 西条市飯岡１８０７番地

〃 一 色 浩 西条市飯岡２６４７番地の２

〃 伊 藤 朝 男 西条市大浜６１８８番地

〃 越 智 律 雄 西条市飯岡２９７４番地

〃 藤 原 増 市 西条市飯岡３１７９番地の２

〃 岡 一 雄 西条市飯岡３１５９番地の４

〃 河 野 貞 男 西条市飯岡３６９３番地

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 高 橋 悟 西条市飯岡２０番地

〃 秦 保 志 西条市飯岡１１０２番地

〃 秦 孝 敏 西条市飯岡１３５５番地

〃 越 智 祐二郎 西条市飯岡８２４番地

〃 武 田 敦 郎 西条市飯岡６６２番地の１

〃 神 野 道 秋 西条市早川２３３７番地の１

〃 一 色 和 夫 西条市飯岡２３０３番地

〃 越 智 克 己 西条市飯岡２２４１番地

〃 越 智 重 利 西条市飯岡２１６２番地の１

〃 国 田 定 義 西条市飯岡１８０７番地

〃 一 色 浩 西条市飯岡２６４７番地の２

〃 加 藤 寛 治 西条市飯岡２５２８番地の２

〃 越 智 律 雄 西条市飯岡２９７４番地

〃 藤 原 増 市 西条市飯岡３１７９番地の２

〃 岡 一 雄 西条市飯岡３１５９番地の４

〃 河 野 貞 男 西条市飯岡３６９３番地

〃 高 橋 秋 夫 西条市下島山甲４８３番地

監 事 加 藤 恒 住 西条市飯岡３９５６番地

〃 越 智 照 實 西条市下島山甲５９６番地

〃 寺 田 祝 啓 西条市飯岡３８１１番地

〃 藤 田 幸 正 西条市飯岡９０８番地

〃 浅 野 幾 義 西条市下島山６０７番地

監 事 藤 田 幸 正 西条市飯岡９０８番地

〃 越 智 照 實 西条市下島山甲５９６番地

〃 寺 田 祝 啓 西条市飯岡３８１１番地

〃 佐 竹 尚 西条市飯岡３９８５番地

愛 媛 県 報平成１９年２月２３日 第１８３８号
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法第２条

第２項第

１号から

第４号ま

でに掲げ

る融資機

関が、同条

第１項第

１号から

第５号ま

で及び第

１０号に掲

げる者（漁

業近代化

資金融通

法施行令

（昭和４４

年政令第

２０９号。以

下「令」と

いう。）第

５条に規

定する団

体 に 限

る。）に貸

し付ける

場合

法第

２条

第２

項第

５号

に掲

げる

融資

機関

が、

同条

第１

項第

１号

から

第５

号ま

で及

び第

１０号

に掲

げる

者（令

第５

条に

規定

する

団体

に限

る。）

に貸

し付

ける

場合

法第

２条

第２

項第

１号

に掲

げる

融資

機関

が、

同条

第１

項第

６号

に掲

げる

者に

貸し

付け

る場

合

法第

２条

第２

項第

２号

及び

第４

号に

掲げ

る融

資機

関が、

同条

第１

項第

６号

から

第１０

号ま

でに

掲げ

る者

（同

号に

掲げ

る者

にあ

つて

は、

令第

５条

に規

定す

る団

体を

除く。）

に貸

し付

ける

場合

法第

２条

第２

項第

５号

に掲

げる

融資

機関

が、

同条

第１

項第

６号

から

第１０

号ま

でに

掲げ

る者

（同

号に

掲げ

る者

にあ

つて

は、

令第

５条

に規

定す

る団

体を

除く。）

に貸

し付

ける

場合

法第２条

第２項第

１号から

第４号ま

でに掲げ

る融資機

関が、同条

第１項第

１号から

第５号ま

で及び第

１０号に掲

げる者（漁

業近代化

資金融通

法施行令

（昭和４４

年政令第

２０９号。以

下「令」と

いう。）第

５条に規

定する団

体 に 限

る。）に貸

し付ける

場合

法第

２条

第２

項第

５号

に掲

げる

融資

機関

が、

同条

第１

項第

１号

から

第５

号ま

で及

び第

１０号

に掲

げる

者（令

第５

条に

規定

する

団体

に限

る。）

に貸

し付

ける

場合

法第

２条

第２

項第

１号

に掲

げる

融資

機関

が、

同条

第１

項第

６号

に掲

げる

者に

貸し

付け

る場

合

法第

２条

第２

項第

２号

及び

第４

号に

掲げ

る融

資機

関が、

同条

第１

項第

６号

から

第１０

号ま

でに

掲げ

る者

（同

号に

掲げ

る者

にあ

つて

は、

令第

５条

に規

定す

る団

体を

除く。）

に貸

し付

ける

場合

法第

２条

第２

項第

５号

に掲

げる

融資

機関

が、

同条

第１

項第

６号

から

第１０

号ま

でに

掲げ

る者

（同

号に

掲げ

る者

にあ

つて

は、

令第

５条

に規

定す

る団

体を

除く。）

に貸

し付

ける

場合

１・２ 省略 １・２ 省略

３ 漁船漁具保管修理

施設、漁業用資材保

管施設、漁船用油水

供給施設、養殖池、

蓄養池、水産種苗生

産施設、養殖用作業

舎、水産物処理施設、

水産物保蔵施設、水

産物加工施設、製氷

冷凍施設、水産物等

運搬施設、水産物販

年１分２

厘５毛

年１

分５

毛

年１

分２

厘５

毛

年５

厘

年５

厘

３ 漁船漁具保管修理

施設、漁業用資材保

管施設、漁船用油水

供給施設、養殖池、

蓄養池、水産種苗生

産施設、養殖用作業

舎、水産物処理施設、

水産物保蔵施設、水

産物加工施設、製氷

冷凍施設、水産物等

運搬施設、水産物販

年１分２

厘５毛

年１

分５

毛

年１

分２

厘５

毛

年５

厘５

毛

年５

厘５

毛

愛 媛 県 報平成１９年２月２３日 第１８３８号
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�愛媛県告示第２８６号
次の区域及び区分の特定第２号漁業者の同意は漁業災害補償法（昭

和３９年法律第１５８号）第１０８条第２項に規定する要件に適合すると

認めるので、同条第５項において準用する同法第１０５条の２第４項

の規定に基づき、次のとおり公示する。

平成１９年２月２３日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�������
�愛媛県告示第２８７号
次の区域及び区分の特定第２号漁業者の同意は漁業災害補償法（昭

和３９年法律第１５８号）第１０８条第２項に規定する要件に適合すると

認めるので、同条第５項において準用する同法第１０５条の２第４項

の規定に基づき、次のとおり公示する。

平成１９年２月２３日

愛媛県知事 加 戸 守 行

売施設又は漁業用通

信施設の改良、造成

又は取得に必要な資

金（漁船の改造、建

造若しくは取得に必

要なもの又は次号若

しくは第５号に掲げ

るものを除く。）

売施設又は漁業用通

信施設の改良、造成

又は取得に必要な資

金（漁船の改造、建

造若しくは取得に必

要なもの又は次号若

しくは第５号に掲げ

るものを除く。）

４～６ 省略 ４～６ 省略

７ 漁村情報処理・通

信施設（有線放送施

設及び有線放送電話

施設を含む。）、漁船

船員臨時宿泊施設、

漁業者研修施設、集

会施設、託児施設、

診療施設、水道施設、

ガス供給施設、下水

道施設、地域休養施

設、漁村広場施設、

漁村センター、生活

安全保護施設、連絡

道又は廃棄物処理施

設の改良、造成又は

取得に必要な資金

同上 年５

厘

年５

厘

７ 漁村情報処理・通

信施設（有線放送施

設及び有線放送電話

施設を含む。）、漁船

船員臨時宿泊施設、

漁業者研修施設、集

会施設、託児施設、

診療施設、水道施設、

ガス供給施設、下水

道施設、地域休養施

設、漁村広場施設、

漁村センター、生活

安全保護施設、連絡

道又は廃棄物処理施

設の改良、造成又は

取得に必要な資金

同上 年５

厘５

毛

年５

厘５

毛

８ 省略 ８ 省略

�愛媛県告示第２８８号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、西条地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１９年２月２３日

愛媛県知事 加 戸 守 行

区 域 区 分

川之江区域（川之江漁業
協同組合の地区）

瀬戸内海において、２隻以上の漁船により船び
き網を使用して営む漁業であって、当該漁船の
合計総トン数が１０トン以上２０トン未満であるも
の

区 域 区 分

三島区域（三島漁業協同
組合の地区）

瀬戸内海において、２隻以上の漁船により船び
き網を使用して営む漁業であって、当該漁船の
合計総トン数が１０トン以上２０トン未満であるも
の

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 新居浜別子山線 新居浜市別子山筏津乙５０９番３７
旧 ６．０～１２．２ ０．１００

新 ６．８～１６．８ ０．１００

愛 媛 県 報平成１９年２月２３日 第１８３８号
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公 告

�愛媛県告示第２８９号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、西条地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１９年２月２３日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第２９０号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、今治地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１９年２月２３日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第２９１号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第１項に規定する開発行為に関する工事が次のとおり完了した。

平成１９年２月２３日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�公 告

特定非営利活動促進法（平成１０年法律第７号）第１０条第１項の規定に基づき、特定非営利活動法人の設立の認証の申請があったので、同

条第２項の規定に基づき、次のとおり公告する。

平成１９年２月２３日

愛媛県知事 加 戸 守 行

〃 〃 新居浜市別子山筏津乙５０４番１５

旧 １０．２～１６．３ ０．０６１

新 １４．０～２０．０ ０．０６０

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 新居浜別子山線 新居浜市別子山筏津乙５０９番３７ 平成１９年２月２３日

〃 〃 新居浜市別子山筏津乙５０４番１５ 〃

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 岩城弓削線
越智郡上島町生名５５番２から

同町生名５２番２まで
平成１９年２月２３日

検 査 済 証 の 番 号
及 び 交 付 年 月 日

工 事 を 完 了 し た 開 発 区 域 又 は
工 区 に 含 ま れ る 地 域 の 名 称

開 発 許 可 を 受 け た
者 の 住 所 及 び 氏 名

１８松局建（開）第５８号

平成１９年２月１４日
伊予市稲荷字池ノ内甲１８９番２

伊予市稲荷甲２０８番地３

藤 原 誠

申請年月日 特定非営利活動法人の名称 代表者の氏名 主たる事務所の所在地 定款に記載された目的

平成１９年２月９日 特定非営利活動法人 麦の穂 伊 敷 郁 美 愛媛県今治市玉川町摺木カハラ甲
６番地４

この法人は、今治市内を中心として障害をもっ
て日々暮らす人達に対し、地域の身近なところ
への就労支援、地域活動への参加支援等を行い
ながら、自立と社会参加の促進、生活の質の向
上と共生社会の実現を図り、公益に寄与するこ
とを目的とする。

愛 媛 県 報平成１９年２月２３日 第１８３８号

１９８



正 誤

�正 誤

平成１８年１１月２１日付け第１８１４号外１愛媛県規則第６０号（障害者自

立支援法施行細則等の一部を改正する規則）中

�������
�正 誤

平成１９年２月９日付け第１８３４号公営企業公告（清掃業務の委託）

中

�公 告

特定非営利活動促進法（平成１０年法律第７号）第２５条第４項の規定に基づき、特定非営利活動法人の定款の変更の認証の申請があったの

で、同条第５項において準用する同法第１０条第２項の規定に基づき、次のとおり公告する。

平成１９年２月２３日

愛媛県知事 加 戸 守 行

申請年月日 特定非営利活動法人の名称 代表者の氏名 主たる事務所の所在地 定款に記載された目的

平成１９年２月１４日
特定非営利活動法人
ノーマライゼーションサポート
おおず

中 野 知 伶 愛媛県大洲市若宮６７２番地９
この法人は、大洲市及び愛媛県内の精神障害者
及びすべての障害者が、地域で普通に暮らせる
ための支援事業を行い、障害者の社会的自立を
はかることによって、公益に寄与することを目
的とする。

ページ 箇 所 誤 正

１２ 上から４行目 ケアホーム ホームヘルプ

ページ 箇 所 誤 正

１６７

左段
３ 入札書の提出場所等
� 入札説明書の交付等
ア 交付期間中

３月２０日（金） ３月２０日（火）

平成１９年２月２３日 発行

愛 媛 県 報平成１９年２月２３日 第１８３８号

１９９


